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ＴＣＦＤ開示からみる地銀の気候変動対応状況 
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近年、わが国の地銀による気候関連情報開示が急速に広がっている。気候関連情報開示の

フレームワークであるＴＣＦＤに賛同する地銀・グループ数は、２０２１年３月末の１４社

から、２２年３月末には６１社に急増し、直近（２３年５月末時点）では７４社となり、地

銀・グループの９割がＴＣＦＤに賛同している。地銀においてＴＣＦＤ対応が急速に広がっ

た背景としては、気候変動対応に関する金融機関への社会的な要請が強まったことに加えて、

２２年４月に再編された東証プライム市場の上場企業に対してＴＣＦＤ相当の情報開示が求

められたことや、２１年１２月に始まった日銀による気候変動対応オペの要件としてＴＣＦ

Ｄ相当の情報開示が求められたことがある。実際、日銀の気候変動対応オペの対象先となっ

た地銀数をみると、第１回（２１年１２月）では２８社だったものが、第３回（２３年１月）

には５４社に増加している。なお、地銀以外の参加金融機関数は第１回が１５社、第３回が

１９社と、大きく変わっていない。 

もっとも、ＴＣＦＤに基づく情報開示の内容（２３年５月末時点）をみると、具体的な気

候変動対応は十分に進んでいるとは言い難い。ＴＣＦＤの４つの開示項目（ガバナンス、戦

略、リスク管理、指標と目標）に沿って整理すると、まず、「ガバナンス」では、専門委員会

の設置といった態勢整備は進んでいる一方で、メガバンク等でみられるＥＳＧの取組状況を

役員報酬に反映させる仕組みはほとんど導入されていない。次に、「戦略」では、物理的リス

ク、移行リスクといった気候関連リスクの整理は行われているものの、特に重要とされる定

量的なシナリオ分析の実施は３割にとどまる。また、「リスク管理」では、環境に配慮した投

融資方針の策定は進んでいるものの、具体的なリスク管理への統合、たとえば、経営上重大

なリスクを明確化するトップリスクへの選定や、取るリスク量を明確化してリスク管理や経

営戦略に織り込むリスクアペタイトフレームワークへの組み込みといった取り組みは地銀で

は少ない。そして、「指標と目標」では、温室効果ガス排出量の開示は進んでいるものの、間

接的な排出量であるＳｃｏｐｅ３排出量の開示は限られ、特に金融機関にとって重要な投融

資先の排出量（ファイナンスドエミッション）を計測している地銀は数行にとどまる。排出

削減目標についても、ネットゼロ目標を掲げている地銀は４割にとどまり、Ｓｃｏｐｅ３排

出量を含めたネットゼロ目標を掲げている地銀はほとんどない。 

これから本年度のＴＣＦＤ情報開示が本格化するため、直近の進捗（しんちょく）状況が

明らかになるが、これまでの取組状況を踏まえれば、メガバンク等に比べて地銀の取り組み

は大きく遅れている。温暖化や脱炭素に伴うリスク・機会は、各地域の気候・地理的な特徴

や産業構造などによって大きく異なるため、各地銀において分析・評価を行った上で、対応

を検討・実施する必要がある。また、各地域における脱炭素の推進や気候関連リスクへの備

えの強化に向けても、地域経済の要である地銀には大きな役割が期待されている。地銀には、



    

 2 

政府・日銀や先行するメガバンク等とも連携しながら、早急に気候変動対応を強化すること

が求められる。 
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